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❶世田谷区に住むAさんは、X市に5万円のふるさと納税を行いました。
❷Aさんは、X市から返礼品をもらうことができました。
❸Aさんは世田谷区に、ふるさと納税制度による控除を申請し、自己負担2000円※１を
　除いた4万8000円が、翌年度の住民税から控除（減額）されました※2。
❹世田谷区にとっては、その分が減収となり、住民サービスに充てられるお金が
　少なくなります。
返礼品をもらったAさんだけでなく、ふるさと納税をしていない人も含むすべての区
民が、区の減収による住民サービスの低下の影響を被ることになります。
　こうした減収が、積もりに積もって87億円を超えているのが、世田谷区の現状です。

　ふるさと納税による減収は、地方交付税により、
減収額の75％が国から補てんされる仕組みに
なっており、多くの自治体はこれにより流出額が
抑えられています。
　これは、結果的に地方交付税の財源を圧迫する
要因になっています。
　一方で、世田谷区のような地方交付税の不交付
団体は、減収額への補てんがないため、減収額が
そのままマイナスとなってしまいます。

　ふるさと納税は、ふるさと（自治体）への寄附
を通じて、その自治体を応援する制度です。応援
する自治体へ寄附をすると、その額は税金から控
除されるので、住所地の自治体に支払う住民税が
その分少なくなります。
　こうした例が積み重なって、4年度は87億円を
超える減収が見込まれています。

　確定申告をせずに寄附金控除を受けられる便利
なワンストップ特例制度ですが、実はこの制度は、
本来、所得税（国税）から控除されるはずの金額
が住民税（地方税）から控除されることになり、
自治体にとっては減収額が増加する一因となって
います。

地方交付税の不交付団体へは
減収への補てんがない

自治体が国の減収の肩代わりをする
ワンストップ特例制度
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減収拡大

ふるさと納税による他の自治体への住民税の流出額は、年々増加しています。

減収の仕組みを追ってみると…

●区への寄附額とふるさと納税による区民税減収額

住民サービス低下のおそれ住民サービス低下のおそれ

流出が減らない理由流出が減らない理由

財源の流出財源の流出

流出が減らない理由流出が減らない理由

財源の流出財源の流出

ほかにもある、

なぜ起こるのでしょうか？
は

世田谷区に住む
Aさん

X市
世田谷区

❷返礼品

❹居住自治体の減収
－4万8000円

❶ふるさと納税
5万円

❸住民税控除
－4万8000円

●新聞を定期購読されていないご家庭に、本紙区のお知らせ「せたがや」を無料でお届けします。ご希望の方は、 せたがやコール（☎03-5432-3333 FAX03-5432-3100）へ
　電話でお申し込みください。担当＝広報広聴課

　世田谷区を含む特別区（東京23区）
では、ふるさと納税制度が抱える

これらの問題点を国に訴え、
制度の是正を求めています。 ※１ 自己負担2000円でふるさと納税ができる上限額（控除限度額）は、収入や家族構成により異なります。

※２ 確定申告が不要な給与所得者等がワンストップ特例制度を利用した場合の例です。

世田谷区ではふるさと納税で

億円を超える財源が流出しています87




